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○和歌山県営住宅条例施行規則 

平成9年10月9日 

規則第95号 

改正 平成12年3月31日規則第83号 

平成12年10月24日規則第177号 

平成13年3月30日規則第37号 

平成14年3月29日規則第45号 

平成17年1月28日規則第3号 

平成18年3月31日規則第45号 

平成19年10月1日規則第85号 

平成21年5月1日規則第49号 

平成24年3月23日規則第8号 

平成25年3月29日規則第42号 

平成26年2月21日規則第9号 

平成26年9月30日規則第56号 

平成27年3月3日規則第4号 

平成28年3月31日規則第45号 

和歌山県営住宅条例施行規則を次のように定める。 

和歌山県営住宅条例施行規則 

(趣旨) 

第1条 この規則は、和歌山県営住宅条例(平成9年和歌山県条例第42号。以下「条例」とい

う。)第58条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(整備基準) 

第1条の2 条例第3条の2第4号の規則で定める基準は、別表のとおりとする。 

(平24規則8・追加) 

(入居者資格) 

第1条の3 条例第6条の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただ

し、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要とし、かつ、居宅におい

てこれを受けることができず、受けることが困難であると認められる者を除く。 

(1) 60歳以上の者 

(2) 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第2条第1号に規定する障害者でその障害の程度
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が次のアからウまでに掲げる障害の種類に応じ当該アからウまでに定める程度である

もの 

ア 身体障害 身体障害者福祉法施行規則(昭和25年厚生省令第15号)別表第5号の1級

から4級までのいずれかに該当する程度 

イ 精神障害(知的障害を除く。以下同じ。) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令(昭和25年政令第155号)第6条第3項に規定する1級から3級までのいずれか

に該当する程度 

ウ 知的障害 イに規定する精神障害の程度に相当する程度 

(3) 戦傷病者特別援護法(昭和38年法律第168号)第2条第1項に規定する戦傷病者でその

障害の程度が恩給法(大正12年法律第48号)別表第1号表ノ2の特別項症から第六項症ま

で又は同法別表第1号表ノ3の第一款症に該当するもの 

(4) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律(平成6年法律第117号)第11条第1項の規

定による厚生労働大臣の認定を受けている者 

(5) 生活保護法(昭和25年法律第144号)第6条第1項に規定する被保護者又は中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の

支援に関する法律(平成6年法律第30号)第14条第1項に規定する支援給付(中国残留邦人

等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律の一部を改正する法

律(平成19年法律第127号)附則第4条第1項に規定する支援給付を含む。)を受けている者 

(6) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して5年を経過していないもの 

(7) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律(平成13年法律第

63号)第2条に規定するハンセン病療養所入所者等 

(8) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律(平成13年法律第31号。以

下この号において「配偶者暴力防止等法」という。)第1条第2項に規定する被害者でア

又はイのいずれかに該当するもの 

ア 配偶者暴力防止等法第3条第3項第3号の規定による一時保護又は配偶者暴力防止

等法第5条の規定による保護が終了した日から起算して5年を経過していない者 

イ 配偶者暴力防止等法第10条第1項の規定により裁判所がした命令の申立てを行っ

た者で当該命令がその効力を生じた日から起算して5年を経過していないもの 

(9) 平成23年3月11日において東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとす

る住民等の生活を守り支えるための被災者の生活支援等に関する施策の推進に関する

法律(平成24年法律第48号)第8条第1項に規定する支援対象地域(平成25年10月11日に
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おける当該地域をいう。)に居住していた者 

2 知事は、入居の申込みをした者が前項ただし書に規定する者に該当するかどうかを判断

しようとする場合において必要があると認めるときは、当該職員をして、当該入居の申込

みをした者に面接させ、その心身の状況、受けることができる介護の内容その他必要な事

項について調査させることができる。 

3 知事は、入居の申込みをした者が第1項ただし書に規定する者に該当するかどうかを判

断しようとする場合において必要があると認めるときは、市町村に意見を求めることがで

きる。 

4 条例第6条第2号アの規則で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

(1) 入居者又は同居者にアからウまでのいずれかに該当する者がある場合 

ア 障害者基本法第2条第1号に規定する障害者でその障害の程度が次の(ア)から(ウ)ま

でに掲げる障害の種類に応じ当該(ア)から(ウ)までに定める程度であるもの 

(ア) 身体障害 第1項第2号アに規定する程度 

(イ) 精神障害 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令第6条第3項に規

定する1級又は2級に該当する程度 

(ウ) 知的障害 (イ)に規定する精神障害の程度に相当する程度 

イ 戦傷病者特別援護法第2条第1項に規定する戦傷病者でその障害の程度が第1項第3

号に規定する程度であるもの 

ウ 第1項第4号、第6号又は第7号に該当する者 

(2) 入居者が60歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが60歳以上又は18歳未満の

者である場合 

(3) 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合 

(平24規則8・追加、平25規則42・平26規則9・平26規則56・平27規則4・一部改正) 

(県営住宅の指定) 

第1条の4 条例第6条第1号ただし書の規則で定める県営住宅は、最近1年間における当該県

営住宅に係る入居者を募集した戸数に対する条例第8条の規定により入居の申込みをし

た者の数の割合が低倍率であるものとして知事が別に定める割合未満であるものその他

知事が別に定めるものとする。 

(平24規則8・追加) 

(入居の申込み) 

第2条 条例第8条(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による入居の申込みは、
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県営住宅入居申込書(別記第1号様式)を知事に提出して行わなければならない。 

2 前項の県営住宅入居申込書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、

知事が入居者の募集を行う場合において、県営住宅入居申込書への当該書類の添付を求め

ないことと決定したときは、入居予定者と決定された後に当該書類を提出するものとする。 

(1) 入居しようとする者及び同居させようとする者全員の収入(条例第2条第4号に規定

する収入をいう。以下同じ。)を証明する書類 

(2) 入居しようとする者及び同居させようとする者全員の住民票の写し 

(3) 同居させようとする者が婚姻の届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者その他婚姻の予約者である場合にあっては、その事実を証明する書類 

(4) 入居しようとする者が第1条の3第1項各号のいずれかに該当する者である場合又は

被災市街地復興特別措置法(平成7年法律第14号)第21条に規定する被災者等である場合

にあっては、その事実を証明する書類 

(5) 入居しようとする者及び同居させようとする者について第1条の3第4項で定める場

合にあっては、その事実を証明する書類 

(6) その他知事が必要と認める書類 

(平12規則177・平13規則37・平24規則8・平26規則56・一部改正) 

(特別の事情があると認められる者) 

第2条の2 条例第9条第2項第9号の規則で定めるものは、次の各号のいずれかに該当する者

とする。 

(1) 条例第5条第5号又は第6号に掲げる事由に係る者及び第1条の3第1項第9号に該当す

る者 

(2) 独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律(平成23年法律第26号)による廃

止前の独立行政法人雇用・能力開発機構法(平成14年法律第170号)附則第6条の規定に

よる廃止前の雇用能力・開発機構法(平成11年法律第20号)附則第11条第1項に規定する

宿舎の廃止に伴い、当該宿舎を退去した者 

(平13規則37・追加、平19規則85・平27規則4・平28規則45・一部改正) 

(入居決定者に対する通知) 

第3条 条例第10条第2項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による通知は、

県営住宅入居者決定通知書(別記第2号様式)により行うものとする。 

(請書) 

第4条 条例第12条第1項第1号(条例第47条において準用する場合を含む。)に規定する請書

H29009
ハイライト表示
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は、県営住宅の入居の請書(別記第3号様式)によるものとする。 

2 前項の県営住宅の入居の請書には、入居決定者の印鑑登録証明書並びに連帯保証人の印

鑑登録証明書及びその収入を証明する書類その他知事が連帯保証人について次条に規定

する資格を具備するか否かについて審査するために必要があると認める書類を添付しな

ければならない。 

(連帯保証人) 

第5条 条例第12条第1項第1号(条例第47条において準用する場合を含む。)の規則で定める

資格を有する連帯保証人は、次の各号(知事が特に認める場合にあっては、第2号及び第3

号)の資格を具備する者でなければならない。 

(1) 入居決定者の親族であること。 

(2) 未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人又は破産者で復権を得ない者でない

こと。 

(3) 確実な保証能力を有すると知事が認める者であること。 

(平12規則83・一部改正) 

(連帯保証人の変更の承認) 

第6条 入居者は、連帯保証人が死亡したとき、連帯保証人が前条に規定する資格を欠くに

至ったときその他連帯保証人を変更する必要が生じたときは、直ちに、新たに前条に規定

する資格を具備する連帯保証人を定めて知事の承認を受けなければならない。 

2 前項の規定による知事の承認を受けようとする入居者は、新たな連帯保証人の連署する

県営住宅連帯保証人変更承認申請書(別記第4号様式)を知事に提出しなければならない。 

3 前項の県営住宅連帯保証人変更承認申請書には、新たな連帯保証人となるべき者の印鑑

登録証明書及びその収入を証明する書類その他知事が連帯保証人について前条に規定す

る資格を具備するか否かについて審査するために必要があると認める書類を添付しなけ

ればならない。 

4 知事は、第1項の規定による承認をしたときは、当該承認の申請を行った入居者に対し、

その旨を書面により通知するものとする。 

(連帯保証人の住所等の変更の届出) 

第7条 入居者は、連帯保証人の住所若しくは氏名又はその勤務先が変更されたときは、直

ちに県営住宅連帯保証人住所等変更届出書(別記第5号様式)を知事に提出しなければなら

ない。 

(入居可能日の通知) 
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第8条 条例第12条第5項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による県営住

宅への入居可能日の通知は、県営住宅入居可能日通知書(別記第6号様式)により行うもの

とする。 

(入居届) 

第9条 条例第12条第7項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による県営住

宅に入居した旨の届出は、県営住宅入居届出書(別記第7号様式)により行わなければなら

ない。 

2 前項の県営住宅入居届出書には、入居者及びその同居者全員が記載された住民票の写し

を添付しなければならない。 

(同居の承認) 

第10条 条例第13条第1項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による同居の

承認(以下この条において「同居の承認」という。)を受けようとする入居者は、県営住宅

同居承認申請書(別記第8号様式)を知事に提出しなければならない。 

2 前項の県営住宅同居承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 同居させようとする者の収入を証明する書類 

(2) 同居させようとする者の住民票の写し 

(3) その他知事が必要と認める書類 

3 知事は、同居の承認を行う場合には、当該同居の承認の申請を行った入居者に対し、そ

の旨を書面により通知するものとする。 

4 前3項の規定にかかわらず、入居者は、入居者又はその同居者に子が出生した場合にお

いて、当該出生した子に係る同居の承認を受けようとするときは、次条の規定による県営

住宅同居者変更届出書及び当該出生の事実を証明する書類を提出して当該同居の承認を

受けることができる。この場合において、知事は、当該同居の承認について特別な理由に

より承認しないときを除き書面による通知は行わないものとする。 

(同居者変更届) 

第11条 入居者は、同居者が県営住宅を退去した場合(同居者が死亡した場合を含む。)には、

その旨を速やかに県営住宅同居者変更届出書(別記第9号様式)により知事に届け出なけれ

ばならない。 

2 前項の県営住宅同居者変更届出書には、同居者について変更が生じた事実を証明する書

類を添付しなければならない。 

(氏名変更届) 
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第12条 入居者は、入居者又はその同居者が婚姻その他の理由によりその氏名を変更した

場合には、その旨を速やかに県営住宅入居者等氏名変更届出書(別記第10号様式)により知

事に届け出なければならない。 

2 前項の県営住宅入居者等氏名変更届出書には、氏名の変更があったことを証明する書類

を添付しなければならない。 

(入居の承継) 

第13条 条例第14条第1項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による入居の

承継の承認(以下この条において「承継の承認」という。)を受けようとする者(以下この条

において「承継人」という。)は、入居者が死亡し、又は退去した後、速やかに県営住宅

入居承継承認申請書(別記第11号様式)を知事に提出しなければならない。 

2 前項の県営住宅入居承継承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 入居者と承継人との続柄を証明する書類 

(2) 入居者が死亡した場合にあっては、その事実を証明する書類 

(3) 承継人及びその同居者全員の収入を証明する書類 

(4) その他知事が必要と認める書類 

3 知事は、承継の承認を行う場合には、当該承継の承認の申請を行った承継人に対し、そ

の旨を書面により通知するものとする。 

4 条例第14条第2項第1号(条例第47条において準用する場合を含む。)に規定する請書は、

県営住宅の入居の請書(別記第3号様式)によるものとする。 

5 前項の県営住宅の入居の請書には、承継人の印鑑登録証明書並びに連帯保証人の印鑑登

録証明書及びその収入を証明する書類その他知事が連帯保証人について次項に規定する

資格を具備するか否かについて審査するために必要があると認める書類を添付しなけれ

ばならない。 

6 条例第14条第2項第1号(条例第47条において準用する場合を含む。)の規則で定める資格

を有する連帯保証人は、次の各号(知事が特に認める場合にあっては、第2号及び第3号)

の資格を具備する者でなければならない。 

(1) 承継人の親族であること。 

(2) 未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人又は破産者で復権を得ない者でない

こと。 

(3) 確実な保証能力を有すると知事が認める者であること。 

(平12規則83・一部改正) 
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(収入の申告) 

第14条 条例第16条第1項(条例第46条第2項において準用する場合を含む。)の規定による

収入の申告は、県営住宅入居者収入申告書(別記第12号様式)を毎年度7月31日までに知事

に提出して行わなければならない。 

2 前項の県営住宅入居者収入申告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 入居者及びその同居者全員の収入を証明する書類 

(2) 入居者及びその同居者全員が記載された住民票の写し 

(3) 入居者及びその同居者について第1条の3第4項で定める場合にあっては、その事実を

証明する書類 

(4) その他知事が必要と認める書類 

3 前2項の規定にかかわらず、知事は、新たに県営住宅に入居した者に係る最初の年度の

収入の申告については第2条の規定による県営住宅入居申込書の提出により行わせるこ

とができる。 

(平19規則85・平24規則8・一部改正) 

(収入の額の認定の通知) 

第15条 条例第16条第2項(条例第46条第2項において準用する場合を含む。)の規定による

収入の額の認定の通知は、収入額認定通知書(別記第13号様式)により行うものとする。た

だし、当該通知を条例第27条第1項又は第2項の規定による収入超過者として認定した旨

の通知又は高額所得者として認定した旨の通知と併せて行う場合には、第21条又は第22

条に規定する通知書により行うものとする。 

(収入の額の認定に対する意見の申出) 

第16条 条例第16条第3項(条例第46条第2項において準用する場合を含む。)の規定により

収入の額の認定に対して意見を述べようとする入居者(以下この条において「意見申出人」

という。)は、当該認定の通知があった日の翌日から起算して30日以内に収入額の認定等

に対する意見の申出書(別記第14号様式)を知事に提出しなければならない。この場合にお

いて、意見申出人は、当該申出書に意見に係る証拠書類を添付しなければならない。 

2 知事は、前項の収入額の認定等に対する意見の申出書を受理したときは、受理した日か

ら起算して3月以内に意見申出人の意見の内容を審査するものとする。ただし、やむを得

ない理由があるときは、当該期間を延長することができる。 

3 知事は、第1項の収入額の認定等に対する意見の申出書が同項に規定する期間経過後に

されたものであるときその他不適法であるときは当該意見を却下し、意見申出人の意見に
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理由がないときは当該意見を棄却し、及び意見申出人の意見に理由があるときは当該意見

申出人に係る認定を更正する。 

4 前項の場合において、知事は、意見申出人に対し、文書により、審査の結果(意見申出人

の意見に理由があるときは認定の更正に係るものを含む。)及びその理由を通知するもの

とする。 

5 前項の規定による通知を受けた意見申出人は、第1項の規定により知事に提出した意見

に係る証拠書類の返還を求めることができる。 

(家賃等の減免又は徴収猶予) 

第17条 入居者は、条例第18条(条例第47条において準用する場合を含む。)、第19条第2項

(条例第47条において準用する場合を含む。)又は条例第31条第3項において準用する条例

第18条の規定により家賃、敷金又は条例第31条第2項に規定する金銭の減免又は徴収の猶

予(以下この条において「家賃等の減免又は徴収猶予」という。)を受けようとするときは、

県営住宅家賃等減免(徴収猶予)申請書(別記第15号様式)を知事に提出しなければならない。 

2 前項の県営住宅家賃等減免(徴収猶予)申請書には、次に掲げる書類を添付しなければな

らない。 

(1) 入居者及びその同居者全員の収入を証明する書類 

(2) 条例第18条各号に掲げる特別な事情に関しその事実を証明する書類 

(3) その他知事が必要と認める書類 

3 知事は、家賃等の減免又は徴収猶予を行う場合には、当該家賃等の減免又は徴収猶予を

受けるべき入居者に対し、その旨を書面により通知するものとする。 

(一時不在の届出) 

第18条 条例第23条(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による一時不在の

届出は、県営住宅一時不在届出書(別記第16号様式)により行わなければならない。 

(併用の承認) 

第19条 条例第25条ただし書(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定により、

知事は、次の各号のいずれにも該当する場合に限り、県営住宅を住宅以外の用途に併用す

ることを承認するものとする。 

(1) 県営住宅を住宅以外の用途に併用しようとする入居者又はその同居者(以下この項

において「入居者等」という。)があん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関

する法律(昭和22年法律第217号)第1条の規定により、あん摩マッサージ指圧師免許、

はり師免許又はきゅう師免許を受けた者であり、かつ、身体障害者福祉法(昭和24年法
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律第283号)第4条に規定する身体障害者であって、その者の障害の級別が身体障害者福

祉法施行規則(昭和25年厚生省令第15号)別表第5号に規定する1級から4級までのいず

れかの級別であるものである場合 

(2) 県営住宅をあん摩業、マッサージ業、指圧業、はり業又はきゅう業の施術所(以下こ

の条において「施術所」という。)の用途に併用しようとする場合(入居者等以外の者を

雇用してこれらの業を行おうとするときを除く。) 

(3) 県営住宅の構造設備があん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律

施行規則(平成2年厚生省令第19号)第25条に規定する基準に適合した施術所の構造設備

を備えることができる構造設備である場合 

(4) 県営住宅の管理上支障を生じないと知事が認める場合 

2 前項の規定による知事の承認(以下この条において「併用の承認」という。)を受けよう

とする入居者は、県営住宅併用承認申請書(別記第17号様式)を知事に提出しなければなら

ない。 

3 前項の県営住宅併用承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 施術者に係るあん摩マッサージ指圧師免許証、はり師免許証又はきゅう師免許証の

写し及び身体障害者手帳の写し 

(2) 施術所の用途に使用する部分を表示した県営住宅の平面図 

(3) あん摩業、マッサージ業、指圧業、はり業若しくはきゅう業又は施術所に関して広

告を行う場合であって屋外広告物を表示するときは、その屋外広告物を表示する場所を

示した位置図 

(4) その他知事が必要と認める書類 

4 知事は、併用の承認を行う場合には、当該併用の承認の申請を行った入居者に対し、そ

の旨を書面により通知するものとする。 

(模様替え又は増築の承認) 

第20条 条例第26条第1項ただし書(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定によ

る知事の承認(以下この条において「模様替え又は増築の承認」という。)を受けようとす

る入居者は、県営住宅模様替え(増築)承認申請書(別記第18号様式)を知事に提出しなけれ

ばならない。 

2 前項の県営住宅模様替え(増築)承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければなら

ない。 

(1) 県営住宅の模様替え又は増築に係る工事に関する仕様書及び図面 
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(2) その他知事が必要と認める書類 

3 知事は、模様替え又は増築の承認を行う場合には、当該模様替え又は増築の承認の申請

を行った入居者に対し、その旨を書面により通知するものとする。この場合において、当

該書面には、条例第26条第2項に規定する条件を記載するものとする。 

(収入超過者としての認定の通知) 

第21条 条例第27条第1項の規定による収入超過者として認定した旨の通知は、収入額認定

及び収入超過者認定通知書(別記第19号様式)により行うものとする。 

(高額所得者としての認定の通知) 

第22条 条例第27条第2項の規定による高額所得者として認定した旨の通知は、収入額認定

及び高額所得者認定通知書(別記第20号様式)により行うものとする。 

(収入超過者又は高額所得者としての認定に対する意見の申出) 

第23条 条例第27条第3項の規定により収入超過者としての認定又は高額所得者としての

認定に対して意見を述べようとする入居者(以下この条において「意見申出人」という。)

は、当該認定の通知があった日の翌日から起算して30日以内に収入額の認定等に対する

意見の申出書(別記第14号様式)を知事に提出しなければならない。この場合において、意

見申出人は、当該申出書に意見に係る証拠書類を添付しなければならない。 

2 第16条第2項から第5項までの規定は、前項の場合について準用する。 

(明渡しの期限の延長の申出) 

第24条 条例第30条第4項の規定により、同条第1項に規定する県営住宅の明渡しの期限(以

下この条において「明渡期限」という。)の延長を申し出ようとする入居者は、県営住宅

明渡期限延長申出書(別記第21号様式)を知事に提出しなければならない。 

2 前項の県営住宅明渡期限延長申出書には、条例第30条第4項各号に掲げる特別の事情に

関しその事実を証明する書類を添付しなければならない。 

3 知事は、明渡期限を延長する場合には、その旨及び延長後の明渡期限を書面により通知

するものとする。 

(明渡しの届出) 

第25条 条例第38条第1項(条例第47条において準用する場合を含む。)の規定による県営住

宅の明渡しの届出は、県営住宅明渡届出書(別記第22号様式)を知事に提出して行わなけれ

ばならない。 

(社会福祉法人等による県営住宅の使用) 

第26条 条例第40条の規定による使用の申込みは、社会福祉事業等県営住宅使用承認申請



12/46 

書(別記第23号様式)を知事に提出して行わなければならない。 

2 前項の社会福祉事業等県営住宅使用承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければ

ならない。 

(1) グループホーム運営等の承認書又は指定書の写し 

(2) 地方公共団体以外の社会福祉法人等にあっては、定款又は寄附行為の写し 

(3) 緊急時の連絡・支援体制を記載した書類 

(4) その他知事が必要と認める書類 

3 知事は、使用の承認を行う場合には、当該使用の申込みを行った社会福祉法人等に対し、

その旨を書面により通知するものとする。 

(平14規則45・追加、平26規則56・一部改正) 

(事業者の変更) 

第27条 社会福祉法人等の合併等により、県営住宅における社会福祉事業等の事業者を変

更して引き続き事業を行う場合であって、当該社会福祉事業等の所轄庁の認可を得たとき

は、社会福祉法人等は、その旨を書面により知事に届け出なければならない。 

2 前項に規定する届出には、当該合併等に関する所轄庁の認可を証明する書類及び事業を

継続する社会福祉法人等に係る前条第2項各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

3 第一項に規定する事業者の変更の届出があったときは、当該社会福祉法人等に対し使用

の承認があったものとみなす。この場合において、許可の条件は、変更前の条件によるも

のとする。 

(平14規則45・追加、平26規則56・一部改正) 

(使用状況の報告) 

第28条 県営住宅の適正かつ合理的な管理を行うため、知事は、社会福祉法人等に当該県

営住宅に係る使用状況を報告させることができる。 

(平14規則45・追加) 

(委任) 

第29条 第26条から前条までの規定に定めるもののほか、社会福祉法人等の県営住宅の使

用に関し必要な事項は、知事が定める。 

(平14規則45・追加) 

(中堅所得者等の入居者の所得基準) 

第30条 条例第45条第1号及び第2号の規則で定める所得の基準は、使用の申込みをした日

において15万8,000円以上48万7,000円以下とする。 
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(平14規則45・旧第26条繰下、平26規則9・一部改正) 

(特別の事情のある場合の中堅所得者等の入居者資格) 

第31条 条例第45条第2号の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

(1) 災害により住宅を失った者 

(2) 不良住宅の撤去により住宅を失った者 

(3) 公営住宅法(昭和26年法律第193号)第2条第15号に規定する公営住宅建替事業による

公営住宅の除却を受けた者 

(4) 都市計画法(昭和43年法律第100号)第59条の規定に基づく都市計画事業、土地区画整

理法(昭和29年法律第119号)第3条第3項若しくは第4項の規定に基づく土地区画整理事

業、大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法(昭和50年法

律第67号)に基づく住宅街区整備事業又は都市再開発法(昭和44年法律第38号)に基づく

市街地再開発事業の施行に伴う住宅の除却を受けた者 

(5) 土地収用法(昭和26年法律第219号)第20条(第138条第1項において準用する場合を含

む。)の規定による事業の認定を受けている事業又は公共用地の取得に関する特別措置

法(昭和36年法律第150号)第2条に規定する特定公共事業の執行に伴う住宅の除却を受

けた者 

(6) 前各号に該当する者のほか、知事が特別な事情があると認める者 

(平14規則45・旧第27条繰下) 

(公営住宅監理員及び県営住宅管理人) 

第31条の2 条例第55条第1項の公営住宅監理員(次項において「公営住宅監理員」という。)

は、県土整備部都市住宅局建築住宅課及び各振興局建設部(海草振興局建設部を除く。)に

置く。 

2 公営住宅監理員は、公営住宅監理員証(別記第24号様式)を携帯し、関係者の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

3 条例第55条第3項の県営住宅管理人は、県営住宅に置くものとし、その担当区域は、別

に定める。 

(平24規則8・追加、平25規則42・一部改正) 

(立入検査を行う者の証) 

第32条 条例第56条第3項の証明書は、立入検査を行う者の証(別記第25号様式)によるもの

とする。 

(平14規則45・旧第28条繰下・一部改正、平25規則42・平26規則56・一部改正) 
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(管理の代行) 

第33条 条例第57条第1項の規定により市町村又は和歌山県住宅供給公社が県営住宅又は

共同施設の管理を行う場合における第1条の3第2項及び第3項、第2条、第4条、第5条、第

6条、第7条、第10条、第11条、第12条、第13条、第19条、第20条、第24条並びに第25

条中「知事」とあるのは「市町村の長又は和歌山県住宅供給公社の理事長」と、第31条

の2第1項中「県土整備部都市住宅局建築住宅課及び各振興局建設部(海草振興局建設部を

除く。)」とあるのは「市町村又は和歌山県住宅供給公社」と読み替えるものとする。 

(平18規則45・追加、平24規則8・一部改正) 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。 

(和歌山県営住宅管理規則の廃止) 

2 和歌山県営住宅管理規則(昭和45年和歌山県規則第100号。以下「旧規則」という。)は、

廃止する。 

(経過措置) 

3 条例附則第3項の県営住宅又は共同施設(以下「既設県営住宅」という。)については、平

成10年3月31日までの間は、第2条から第25条まで及び別記第1号様式から別記第22号様

式までの規定は適用せず、旧規則第2条から第12条まで及び別記第1号様式から別記第13

号様式までの規定は、なおその効力を有する。 

4 条例附則第4項の規定により条例の例によりすることとされている既設県営住宅に係る

家賃の決定に関し必要な手続その他の行為は、前項の規定にかかわらず、平成10年3月31

日以前においても、この規則の例によりすることができる。この場合において、第14条

第1項中「7月31日」とあるのは、「11月30日」と読み替える。 

5 平成10年4月1日前に旧規則の規定によってした手続その他の行為は、この規則の相当規

定によってしたものとみなす。 

附 則(平成12年3月31日規則第83号) 

この規則は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則(平成12年10月24日規則第177号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成13年3月30日規則第37号) 

この規則は、平成13年4月1日から施行する。 
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附 則(平成14年3月29日規則第45号) 

この規則は、平成14年4月1日から施行する。 

附 則(平成17年1月28日規則第3号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成18年3月31日規則第45号) 

この規則は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年10月1日規則第85号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成21年5月1日規則第49号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年3月23日規則第8号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成24年4月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 平成18年4月1日(次項において「基準日」という。)前に50歳以上である者の県営住宅の

入居資格については、この規則による改正後の和歌山県営住宅条例施行規則(以下「新規

則」という。)第1条の3第1項第1号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

3 県営住宅の入居者が基準日前に50歳以上である者であり、かつ、同居者のいずれもが18

歳未満の者又は基準日前に50歳以上の者である場合における和歌山県営住宅条例第6条

第1項第2号に規定する収入の基準については、新規則第1条の3第4項第2号の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

附 則(平成25年3月29日規則第42号) 

この規則は、平成25年4月1日から施行する。 

附 則(平成26年2月21日規則第9号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成26年9月30日規則第56号) 

(施行期日) 

1 この規則は、公布の日から施行する。ただし、第1条の3第1項第5号の改正規定は、平成

26年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の第31条の2第2項の規定により交付さ
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れている公営住宅監理員証は、この規則による改正後の第31条の2第2項の規定により交

付された公営住宅監理員証とみなす。 

附 則(平成27年3月3日規則第4号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成28年3月31日規則第45号) 

この規則は、平成28年4月1日から施行する。 

別表(第1条の2関係) 

(平24規則8・追加、平26規則56・一部改正) 

整備項目 整備基準 

1 敷地 (1) 県営住宅及び共同施設の敷地(以下「敷地」という。)の位置は、災害

の発生のおそれが多い土地及び公害等により居住環境が著しく阻害さ

れるおそれがある土地をできる限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の

購買その他入居者の日常生活の利便を考慮して選定されたものでなけ

ればならない。 

(2) 敷地が地盤の軟弱な土地、崖崩れ又は出水のおそれがある土地その他

これらに類する土地であるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の設置

等安全上必要な措置が講じられていなければならない。 

(3) 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な

施設が設けられていなければならない。 

2 住棟等 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を

確保するために必要な日照、通風、採光、開放性及びプライバシーの確保、

災害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮した配置でなけ

ればならない。 

3 住宅 (1) 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置が講じられていな

ければならない。 

(2) 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係る

エネルギーの使用の合理化を適切に図るためのものとして、住宅の品質

確保の促進等に関する法律(平成11年法律第81号)第3条第1項の規定に

基づく評価方法基準(平成13年国土交通省告示第1347号。以下「評価方

法基準」という。)第5の5の5―1(3)の等級3の基準を満たすこととなる

措置が講じられていなければならない。 
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(3) 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に

図るためのものとして、評価方法基準第5の8の8―1(3)イの等級2の基準

又は評価方法基準第5の8の8―1(3)ロ①cの基準(鉄筋コンクリート造又

は鉄骨鉄筋コンクリート造の住宅以外の住宅にあっては、評価方法基準

第5の8の8―1(3)ロ①dの基準)及び評価方法基準第5の8の8―4(3)の等

級2の基準を満たすこととなる措置が講じられていなければならない。 

(4) 住宅の構造耐力上主要な部分(建築基準法施行令(昭和25年政令第338

号)第1条第3号に規定する構造耐力上主要な部分をいう。以下同じ。)及

びこれと一体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に

図るためのものとして、評価方法基準第5の3の3―1(3)の等級3の基準

(木造の住宅にあっては、評価方法基準第5の3の3―1(3)の等級2の基準)

を満たすこととなる措置が講じられていなければならない。 

(5) 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な

部分に影響を及ぼすことなく点検及び補修を行うことができるための

ものとして、評価方法基準第5の4の4―1(3)及び評価方法基準第5の4の4

―2(3)の等級2の基準を満たすこととなる措置が講じられていなければ

ならない。 

4 住戸 (1) 県営住宅の一戸の床面積の合計(共同住宅においては、共用部分の床

面積を除く。)は、25平方メートル以上とする。ただし、共用部分に共

同して利用するため適切な台所及び浴室を設ける場合は、この限りでな

い。 

(2) 県営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテ

レビジョン受信の設備及び電話配線が設けられていなければならない。

ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所又は浴室を設ける

ことにより、各住戸部分に設ける場合と同等以上の居住環境が確保され

る場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室を設けることを要しな

い。 

(3) 県営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上

の支障の防止を図るためのものとして、各住戸の居室の内装の仕上げに

評価方法基準第5の6の6―1(2)イ②の特定建材を使用する場合にあって

は、評価方法基準第5の6の6―1(3)ロの等級3の基準を満たすこととなる
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措置が講じられていなければならない。 

5 住戸内の各部 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための

措置その他の高齢者等が日常生活を支障なく営むことができるためのも

のとして、評価方法基準第5の9の9―1(3)の等級3の基準を満たすこととな

る措置が講じられていなければならない。 

6 共用部分 県営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性及

び安全性の確保を適切に図るためのものとして、評価方法基準第5の9の9

―2(3)の等級3の基準を満たすこととなる措置が講じられていなければな

らない。 

7 附帯施設 (1) 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設が設け

られていなければならない。 

(2) (1)の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保

に支障が生じないように考慮されたものでなければならない。 

8 児童遊園 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住

棟の配置等に応じて、入居者の利便及び児童等の安全を確保した適切なも

のでなければならない。 

9 集会所 集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟

及び児童遊園の配置等に応じて、入居者の利便を確保した適切なものでな

ければならない。 

10 広場及び緑

地 

広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資するよ

うに考慮されたものでなければならない。 

11 通路 (1) 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状

況に応じて、日常生活の利便、通行の安全、災害の防止、環境の保全等

に支障がないような規模及び構造で合理的に配置されたものでなけれ

ばならない。 

(2) 通路における階段は、高齢者等の通行の安全に配慮し、必要な補助手

すり又は傾斜路が設けられていなければならない。 
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別記第1号様式(第2条関係) 

(平19規則85・全改、平21規則49・平26規則9・平28規則45・一部改正) 

別記第2号様式(第3条関係) 

(平18規則45・一部改正) 

別記第3号様式(第4条、第13条関係) 

(平18規則45・一部改正) 

別記第4号様式(第6条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第5号様式(第7条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第6号様式(第8条関係) 

(平18規則45・一部改正) 

別記第7号様式(第9条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第8号様式(第10条関係) 

(平12規則83・平18規則45・平19規則85・一部改正) 

別記第9号様式(第11条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第10号様式(第12条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第11号様式(第13条関係) 

(平12規則83・平18規則45・平19規則85・一部改正) 

別記第12号様式(第14条関係) 

(平12規則83・平12規則177・平24規則8・平25規則42・一部改正) 

別記第13号様式(第15条関係) 

(平26規則9・一部改正) 

別記第14号様式(第16条、第23条関係) 

(平12規則83・平25規則42・一部改正) 

別記第15号様式(第17条関係) 

(平12規則83・平25規則42・一部改正) 

別記第16号様式(第18条関係) 
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(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第17号様式(第19条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第18号様式(第20条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第19号様式(第21条関係) 

(平26規則9・一部改正) 

別記第20号様式(第22条関係) 

(平26規則9・一部改正) 

別記第21号様式(第24条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第22号様式(第25条関係) 

(平12規則83・平18規則45・一部改正) 

別記第23号様式(第26条関係) 

(平14規則45・追加) 

別記第24号様式(第31条の2関係) 

(平24規則8・追加、平25規則42・平26規則56・一部改正) 

別記第25号様式(第32条関係) 

(平14規則45・旧別記第23号様式繰下・一部改正、平24規則8・旧別記第24号様式

繰下、平25規則42・一部改正) 

 


